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１ 課題 

県は、外郭団体等を通じて、機動的かつ弾力的に実現しようとする行政目

的の確実かつ効果的な達成を図るため、その設立及びあり方等に対して必要

な関与を行ってきた。 
平成 15 年の「三重県外郭団体改革方針」による見直しを実施した後、およ

そ 10 年が経過するなかで、社会経済情勢の変化も踏まえ、事業目的の妥当性

や団体実施の必要性、団体経営の視点などから、団体の目的や事業内容につ

いて精査し、団体のあり方を見直すことが必要である。 

また、各団体のあり方や団体の自主・自立の観点も考慮のうえ、現状の団

体への県の関与が適切かどうかを確認し、必要な見直しを実施したうえで、

県が関与すべき部分と団体に任せる部分など、今後の県の関与のあり方につ

いて明確化を図ることが必要である。 
 

 

２ 見直しの対象 
下記の団体について見直しを実施する。（別表：見直し対象団体一覧参照） 

(1) 外郭団体 

① 県の出資（出捐を含む。以下、「出資等」という。）の割合が 4 分の 1

以上の公益法人（一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財

団法人、特例民法法人）や株式会社などの団体 

② 県の出資等の割合が 4 分の 1 未満で、県が筆頭出資者である公益法人

などの団体 

(2) 県が人的支援かつ財政的支援を実施する団体 

（全国的な活動を行う団体を除く） 

 県が人的支援を行う団体 

・ 平成 24 年度に「公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関

する法律」（平成 12 年法律第 50 号。以下「派遣法」という。）に基づ

き職員を派遣する団体 

 県が財政的支援を行う団体 

・ 平成 24 年度に補助金の支出を予定している団体 

・ 平成 24 年度に損失補償又は債務保証を実施している団体 

 

 

３ 見直しの実施期間 

  この外郭団体等改革方針に基づき、三重県行財政改革取組期間である平成

27 年度までを集中的な見直し期間として、必要な見直しを実施する。 
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見直し対象団体一覧 

 部 団体名 備考 

1 健康福祉部 （社福）三重県厚生事業団 外郭団体 

2 健康福祉部 （財）三重ボランティア基金 外郭団体 

3 健康福祉部 （財）三重県小動物施設管理公社 外郭団体 

4 健康福祉部 （財）三重県生活衛生営業指導センター 外郭団体 

5 健康福祉部 （公財）三重県救急医療情報センター 外郭団体 

6 健康福祉部 （公財）三重こどもわかもの育成財団 外郭団体 

7 環境生活部 （財）三重県環境保全事業団 外郭団体 

8 環境生活部 （公財）三重県立美術館協力会 外郭団体 

9 環境生活部 （財）国史跡斎宮跡保存協会 外郭団体 

10 環境生活部 （公財）三重県文化振興事業団 外郭団体 

11 環境生活部 （公財）三重県国際交流財団 外郭団体 

12 地域連携部 伊勢鉄道（株） 外郭団体 

13 地域連携部 （一財）伊勢湾海洋スポーツセンター 外郭団体 

14 地域連携部 （財）三重県武道振興会 外郭団体 

15 地域連携部 （公財）三重県体育協会 外郭団体 

16 農林水産部 （公財）三重県農林水産支援センター 外郭団体 

17 農林水産部 （株）三重県松阪食肉公社 外郭団体 

18 農林水産部 （株）三重県四日市畜産公社 外郭団体 

19 農林水産部 （社）三重県畜産協会 外郭団体 

20 農林水産部 （社）三重県青果物価格安定基金協会 外郭団体 

21 農林水産部 （公社）三重県緑化推進協会 外郭団体 

22 農林水産部 （公財）三重県水産振興事業団 外郭団体 

23 農林水産部 （財）三重県沿岸漁業者等海難救済基金協会 外郭団体 

24 農林水産部 三重県漁業信用基金協会 外郭団体 

25 雇用経済部 （株）三重データクラフト 外郭団体 

26 雇用経済部 （財）三重県労働福祉協会 外郭団体 

27 雇用経済部 （公財）国際環境技術移転センター 外郭団体 

28 雇用経済部 （公財）三重県産業支援センター 外郭団体 

29 雇用経済部 （財）三重北勢地域地場産業振興センター 外郭団体 

30 雇用経済部 三重県信用保証協会 外郭団体 

31 県土整備部 （公財）三重県建設技術センター 外郭団体 

32 県土整備部 三重県土地開発公社 外郭団体 

33 県土整備部 三重県道路公社 外郭団体 

34 県土整備部 三重県住宅供給公社 外郭団体 

35 県土整備部 （財）三重県下水道公社 外郭団体 

36 警察本部 （公財）暴力追放三重県民センター 外郭団体 

    

37 雇用経済部 （社）三重県観光連盟 
人的かつ財政

的支援団体 

38 警察本部 （公社）みえ犯罪被害者総合支援センター 
人的かつ財政

的支援団体 
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４ 団体見直しの視点 
見直しの対象団体について、下記の視点で精査を行い、必要な見直しを実施す

る。 

(1) 団体のあり方の見直し 

① 事業目的の妥当性 

・ 事業目的は、現在でも、県民や社会のニーズを真に反映しているか。 
・ 時代状況の変化により、事業の必要性や期待する効果が低くなってい 

ないか。 
② 団体実施の必要性 

・ 事業実施にあたっては、県とは適切に役割分担がなされているか。 
・ 事業内容は、民間企業や他の非営利団体等では代替できないものか。 

③ 団体経営の視点 

ア 手段の有効性 

・ 事業の実施により、期待される効果が実際に得られているか。 
・ 事業実施にあたり的確な目標を設定しているか。 

イ 手段の効率性 

・ 投入された資源量に見合った結果が実際に得られているか。 
・ 必要な結果がより少ない資源量で得られる方法がないか。 
・ 同一の資源量でより大きな結果が得られる方法がないか。 

ウ 緊要性 

・ 妥当性、必要性、有効性、効率性が認められたとしても、団体の経営

状況を勘案した場合、事業に緊要性が認められるか。 
 

 

(2) 県関与の見直し 

次の項目について、県関与を縮小する方向で見直しを行う。 
① 出資等 

・ 団体運営への参画の妥当性について、設立時の経緯等も踏まえて検証し、

見直しを行う。 
・ 公益法人制度改革にあわせて、法人移行後の県関与の必要性について検

討する。 
② 財政的支援（委託・補助金等） 

・ 団体への県の予算措置のあり方については、事業の検証を行い、必要性

の有無からゼロベースで見直しを行う。 
③ 人的支援（職員派遣、役員就任等） 

・ 職員の派遣や知事、副知事等の団体役員等への就任について、必要性の

有無からゼロベースで見直しを行う。 
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５ 個別団体の見直し 

  個別団体の主な見直し概要は下記のとおりであり、実施についての詳細は「団

体別見直し方針」（別添１）のとおりとする。 
 (1) 団体のあり方の見直し 

   見直しの視点に基づき、団体の目的や事業内容についての精査を行い、団体

のあり方について検証を行った結果は、以下のとおりである。 

 

「団体のあり方の見直し」で見直しが必要な団体        １８団体 

① 事業目的の妥当性                    １団体  

② 団体実施の必要性                    ５団体 

③ 団体経営の視点 

ア 手段の有効性                    ９団体 

     イ 手段の効率性                   １２団体 

ウ 緊要性                       ２団体 

＊①から③の見直し項目は、重複する場合があるので、見直しが必要な団体

数とはあわない。 

 

   見直しの視点ごとに必要な見直しの方向を類型化すると以下のとおりであ

り、主な個別団体の見直し方向は、別表(1)「団体のあり方見直し」のとおり

である。 

 

見直しの方向の類型化 

①「事業目的の妥当性」に問題がある場合→Ａ 団体の存廃等を含めて検討 

Ｂ 抜本的な団体のあり方見 

  直し 

②「団体実施の必要性」に問題がある場合→Ａ 団体の存廃等を含めて検討 

Ｂ 抜本的な団体のあり方見 

  直し 

Ｃ 県等との役割分担の見直し 

Ｄ 他団体による代替実施の 

  検討 

③「団体経営の視点」 

 ア「手段の有効性」に問題がある場合 →Ｅ 事業見直しによる効果の 

改善 

Ｆ 中長期経営計画等の策定 

 イ「手段の効率性」に問題がある場合 →Ｇ 事業手段見直しによる効 

率性の改善 

 ウ「緊要性」に問題がある場合    →Ｈ 経営状況を踏まえた事業 

のあり方検討 



 5

別表(1)「団体のあり方見直し」 

 見直しの視点／見直しの方向 団体名 

①「事業目的の妥当性」に問題がある場合（１団体） 
 Ｂ 抜本的な団体のあり方見直し 

 

(公財)国際環境技術移転センター 

②「団体実施の必要性」に問題がある場合（５団体） 

Ａ 団体の存廃等を含めて検討 (財)三重県沿岸漁業者等海難救済基金協会  

Ｃ 県等との役割分担の見直し (公財)三重県農林水産支援センター 

(公財)国際環境技術移転センター 

(公財)三重県産業支援センター 

(社)三重県観光連盟 

 

③「団体経営の視点」に問題がある場合 

 ア「手段の有効性」に問題がある場合（９団体） 

Ｅ 事業見直しによる効果の改善 (財)三重ボランティア基金 

(財)三重県小動物施設管理公社 

(財)三重県武道振興会 

(財)三重県労働福祉協会 

三重県信用保証協会 

(社)三重県観光連盟 

 

 

Ｆ 中長期経営計画等の策定 (財)三重県労働福祉協会 

(公財)国際環境技術移転センター 

(公財)三重県産業支援センター 

(財)三重北勢地域地場産業振興センター 

 

イ「手段の効率性」に問題がある場合（１２団体） 

Ｇ 事業手段見直しによる効率性の 

改善 

(財)三重ボランティア基金 

(公財)三重こどもわかもの育成財団 

(財)国史跡斎宮跡保存協会 

(財)三重県武道振興会 

(公財)三重県農林水産支援センター 

(株)三重県松阪食肉公社 

(株)三重県四日市畜産公社 

(公社)三重県緑化推進協会 

(公財)三重県水産振興事業団 

(株)三重データクラフト 

(公財)国際環境技術移転センター 

(財)三重北勢地域地場産業振興センター 

 

ウ「緊要性」に問題がある場合（２団体） 

 Ｈ 経営状況を踏まえた事業のあり 

方検討 

(公財)三重県農林水産支援センター 

(公財)国際環境技術移転センター 
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(2) 県関与の見直し 

見直しの視点に基づき、各団体への県の関与について検証を行った結果

は、以下のとおりであり、主な個別団体の見直しの方向は、別表(2)「県関

与の見直し」のとおりである。 

 

「県関与の見直し」で見直しが必要な団体          ２６団体 

① 出資等の見直し                    １団体 

② 財政的支援（委託、補助金等）の見直し         ９団体  

③ 人的支援 

ア 職員派遣の見直し                 ９団体 

イ 役員等就任の見直し               ２３団体 

  ＊①から③の見直し項目は、重複する場合があるので、見直しが必要な

団体数とはあわない。 
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別表(2)「県関与の見直し」 

見直しの方向 団体名 

①出資等の見直し（１団体） 伊勢鉄道（株） 

②委託・補助金等の見直し 

 （９団体）

（財）国史跡斎宮跡保存協会 

（公財）三重県国際交流財団 

（財）三重県武道振興会 

（公財）三重県農林水産支援センター 

（公財）三重県水産振興事業団 

（財）三重県労働福祉協会 

（公財）三重県産業支援センター 

（社）三重県観光連盟 

三重県土地開発公社 

③ア 職員派遣の見直し 

（９団体）

（公財）三重県農林水産支援センター 

（公財）国際環境技術移転センター 

（公財）三重県産業支援センター 

（社）三重県観光連盟 

（公財）三重県建設技術センター 

三重県土地開発公社 

三重県道路公社 

三重県住宅供給公社 

（財）三重県下水道公社 

③イ 役員等就任の見直し 

（２３団体）

（社福）三重県厚生事業団 

（財）三重ボランティア基金 

（財）三重県小動物施設管理公社 

（財）三重県生活衛生営業指導センター 

（公財）三重県救急医療情報センター 

（財）三重県環境保全事業団 

（公財）三重県国際交流財団 

伊勢鉄道（株） 

（一財）伊勢湾海洋スポーツセンター 

（財）三重県武道振興会 

（公財）三重県農林水産支援センター 

（社）三重県青果物価格安定基金協会 

（公財）三重県水産振興事業団 

（財）三重県沿岸漁業者等海難救済基金協会 

（株）三重データクラフト 

（財）三重県労働福祉協会 

（公財）国際環境技術移転センター 

（公財）三重県産業支援センター 

（財）三重北勢地域地場産業振興センター 

（社）三重県観光連盟 

（公財）三重県建設技術センター 

三重県土地開発公社 

（財）三重県下水道公社 



 8

６ 外郭団体等への県関与の基本方針 
(1) 出資等 

団体に出資等を行うに当たっては、「県の出資法人への関わり方の基本的

事項を定める条例」（平成 14 年三重県条例第 41 号。以下「条例」という。）

に基づき、十分な検討を行った上で、適正な事業規模等に見合った額を設

定し、県の責任や役割に応じた適切な額とすること。 
また、公益法人制度改革に伴う新法人への移行に際して、外郭団体に出

資等されている、県出資・出捐金（以下「出資金等」という。）については、

新法人移行後も基本財産として設定するよう要請するとともに、県出資金

等が公金であることを踏まえ、安易に取り崩さないよう要請するものとす

る。 

 
(2) 財政的支援（委託・補助金等） 

外郭団体等への財政的支援にあたっては、団体が簡素で効率的な経営を

行い、県民への質の高いサービスを提供できるよう、団体自身の事務事業

の見直し、整理合理化、経費の節減、自主財源の強化等を図り、県からの

自主・自立を促し、必要最小限の支援にとどめる。 

特に、団体への補助金等の予算措置にあたっては、事業の検討を行い、

必要性の有無からゼロベースで見直しを行うものとする。 

 

(3) 人的支援等 

  ① 職員派遣 

団体の自主・自立の観点から県職員の外郭団体等への派遣については、

原則として行わないものとする。なお、現在実施している外郭団体等へ

の職員派遣については、「団体別見直し方針」に基づき、年次計画を立て

て廃止に向けて見直しを行うものとする。 

 

  ② 役員等への就任 

団体運営にはこれまで以上に透明性・信頼性が求められており、団体

自らが責任を持って自主的・自立的に運営を行うことが重要であること

から、外郭団体等への県職員の役員等への就任については、「外郭団体等

への県職員の役員等就任についての基本的な考え方」（別添２）により取

り扱うものとする。 
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③ 外郭団体等における県退職職員の活用について 

県退職職員の外郭団体等への再就職については、外郭団体等の自主・

自立、手続の透明性、公平性などの観点から、平成 24 年度から「外郭団

体等の県退職職員活用にかかる情報提供制度」（別添３）を試行実施する

ものとし、毎年度、前年度退職者にかかる外郭団体等への再就職者につ

いては、公表を行う。 

なお、県退職職員の外郭団体での退職金については、廃止の取扱いを

継続するものとし、退職職員を採用しようとする外郭団体に対しては、

退職金を支給しないよう要請するものとする。 

 

(4) その他 

 ① 県の主要出資法人に係る経営状況等の審査及び評価 

条例に基づく県の主要出資法人に係る経営状況等の審査及び評価（以

下、「団体経営評価」という。）については、公益法人制度などの制度的

な改革への対応に伴い、平成 24 年度中に経営評価手法の見直しを行い、

平成 25 年度の評価から適用する。 

なお、現在、団体経営評価については、条例の規定に基づき県の出資

等の割合が 4 分の 1 以上の外郭団体について実施しているところである

が、団体運営の透明性の確保や県民への説明責任などの観点から、評価

の対象範囲を拡大するものとし、外郭団体として位置づけられている、

県の出資等の割合が 4 分の 1 未満で県が筆頭出資者である団体に対して

も、団体の独立性や自立的運営に配慮しつつ、評価の実施を要請するも

のとする。 

 

 ② 経営計画に基づく団体運営 

外郭団体の運営については、成果目標や人件費等を含む中長期経営計

画等に基づき行うことを各団体に要請するものとし、団体経営評価にお

いて団体の中長期経営計画等の策定状況や成果目標とその実績について

公表を行う。 
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団体別見直し方針：主な見直しの方向一覧

1 健康福祉部 （社福）三重県厚生事業団 ③イ 役員等就任の見直し 外郭団体

2 健康福祉部 （財）三重ボランティア基金
Ｅ 事業見直しによる効果の改善
Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善

③イ 役員等就任の見直し 外郭団体

3 健康福祉部 （財）三重県小動物施設管理公社 Ｅ 事業見直しによる効果の改善 ③イ 役員等就任の見直し 外郭団体

4 健康福祉部 （財）三重県生活衛生営業指導センター ③イ 役員等就任の見直し 外郭団体

5 健康福祉部 （公財）三重県救急医療情報センター ③イ 役員等就任の見直し 外郭団体

6 健康福祉部 （公財）三重こどもわかもの育成財団 Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善 外郭団体

7 環境生活部 （財）三重県環境保全事業団 ③イ 役員等就任の見直し 外郭団体

8 環境生活部 （公財）三重県立美術館協力会 外郭団体

9 環境生活部 （財）国史跡斎宮跡保存協会 Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善 ② 委託・補助金等の見直し 外郭団体

10 環境生活部 （公財）三重県文化振興事業団 外郭団体

11 環境生活部 （公財）三重県国際交流財団
② 委託・補助金等の見直し
③イ 役員等就任の見直し

外郭団体

12 地域連携部 伊勢鉄道（株）
① 出資等の見直し
③イ 役員等就任の見直し

外郭団体

13 地域連携部 （一財）伊勢湾海洋スポーツセンター ③イ 役員等就任の見直し 外郭団体

14 地域連携部 （財）三重県武道振興会
Ｅ 事業見直しによる効果の改善
Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善

② 委託・補助金等の見直し
③イ 役員等就任の見直し

外郭団体

15 地域連携部 （公財）三重県体育協会 外郭団体

16 農林水産部 （公財）三重県農林水産支援センター
Ｃ 県等との役割分担の見直し
Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善
Ｈ 経営状況を踏まえた事業のあり方検討

② 委託・補助金等の見直し
③ア 職員派遣の見直し
③イ 役員等就任の見直し

外郭団体

17 農林水産部 （株）三重県松阪食肉公社 Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善 外郭団体

18 農林水産部 （株）三重県四日市畜産公社 Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善 外郭団体

19 農林水産部 （社）三重県畜産協会 外郭団体

20 農林水産部 （社）三重県青果物価格安定基金協会 ③イ 役員等就任の見直し 外郭団体

21 農林水産部 （公社）三重県緑化推進協会 Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善 外郭団体

22 農林水産部 （公財）三重県水産振興事業団 Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善
② 委託・補助金等の見直し
③イ 役員等就任の見直し

外郭団体

23 農林水産部 （財）三重県沿岸漁業者等海難救済基金協会 Ａ 団体の存廃等を含めて検討 ③イ 役員等就任の見直し 外郭団体

24 農林水産部 三重県漁業信用基金協会 外郭団体

25 雇用経済部 （株）三重データクラフト Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善 ③イ 役員等就任の見直し 外郭団体

26 雇用経済部 （財）三重県労働福祉協会
Ｅ 事業見直しによる効果の改善
Ｆ 中長期経営計画等の策定

② 委託・補助金等の見直し
③イ 役員等就任の見直し

外郭団体

27 雇用経済部 （公財）国際環境技術移転センター

Ｂ 抜本的な団体のあり方見直し
Ｃ 県等との役割分担の見直し
Ｆ 中長期経営計画等の策定
Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善
Ｈ 経営状況を踏まえた事業のあり方検討

③ア 職員派遣の見直し
③イ 役員等就任の見直し

外郭団体

28 雇用経済部 （公財）三重県産業支援センター
Ｃ 県等との役割分担の見直し
Ｆ 中長期経営計画等の策定

② 委託・補助金等の見直し
③ア 職員派遣の見直し
③イ 役員等就任の見直し

外郭団体

29 雇用経済部 （財）三重北勢地域地場産業振興センター
Ｆ 中長期経営計画等の策定
Ｇ 事業手段見直しによる効率性の改善

③イ 役員等就任の見直し 外郭団体

30 雇用経済部 三重県信用保証協会 Ｅ 事業見直しによる効果の改善 外郭団体

31 県土整備部 （公財）三重県建設技術センター
③ア 職員派遣の見直し
③イ 役員等就任の見直し

外郭団体

32 県土整備部 三重県土地開発公社
② 委託・補助金等の見直し
③ア 職員派遣の見直し
③イ 役員等就任の見直し

外郭団体

33 県土整備部 三重県道路公社 ③ア 職員派遣の見直し 外郭団体

34 県土整備部 三重県住宅供給公社 ③ア 職員派遣の見直し 外郭団体

35 県土整備部 （財）三重県下水道公社
③ア 職員派遣の見直し
③イ 役員等就任の見直し

外郭団体

36 警察本部 （公財）暴力追放三重県民センター 外郭団体

37 雇用経済部 （社）三重県観光連盟
Ｃ 県等との役割分担の見直し
Ｅ 事業見直しによる効果の改善

② 委託・補助金等の見直し
③ア 職員派遣等の見直し
③イ 役員等就任の見直し

人的かつ財政的支援団体

38 警察本部 （公社）みえ犯罪被害者総合支援センター 人的かつ財政的支援団体

備考部 団体名 団体のあり方見直し（見直しの方向） 県関与の見直し（見直しの方向）
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外郭団体等への県職員の役員等就任についての基本的な考え方 

 

法人運営にはこれまで以上に透明性・信頼性が求められており、法人自らが

責任を持って自主的・自立的に運営を行うことが重要である。公益法人制度改

革においては、理事等の役職に与えられた役割や責任を自ら果たすことが求め

られるなど、法人の内部統治に関する事項が法制化されている。 

このようなことから、外郭団体等への県職員の役員等への就任については、

原則以下のとおり取り扱うものとする。 

 

（原則） 

１ 外郭団体等の自主・自立の観点から、役員等として運営に関与する必要

がない場合は、原則として県職員の役員等への就任は行わないものとする。 

 

２ 団体の役員等への就任が必要と判断する場合であっても、経営責任を明

確にするため、原則として団体における代表権のある役員への就任は行わ

ないものとする。 

 

３ 財団法人の役員等に就任を必要とする場合にあっては、監督機関として

の評議員への就任を基本とするものとし、団体の業務執行に直接携わる理

事への就任は、特別の事情がある場合を除き、原則行わないものとする。 

 

４ 役員等への就任が必要であると判断する場合でも、同一団体への役員等

への就任は、県全体で必要最小限となるようにする。 

 

５ 公益法人制度改革等において、公認会計士や税理士等の外部有識者を活

用するなど、団体の監査機能の強化が求められるため、県職員は原則とし

て団体の監事（監査役）に就任しないものとする。 

 

 

 

 

 

 

〔別添２〕
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外郭団体等の県退職職員活用にかかる情報提供制度（概要） 

 

１ 趣旨 

 県退職職員の外郭団体等への再就職について、現行の取扱いを廃止し、県退職

職員を活用しようとする外郭団体等の自主・自立、手続の透明性、機会の均等な

どを確保しながら、退職職員の活用を図るため、「外郭団体等の県退職職員活用

にかかる情報提供制度（以下「本制度」という）」を試行実施する。 

 

２ 現行制度からの改善点等制度の特色 

(1) これまでの再就職の仕組としては、県退職予定職員の活用を希望する団体の

要請を受けて、県側が条件に合致する求人１名に対し、退職予定者１名を情報

提供し、団体が採用を決定していたが、透明性や公平性等が課題となっていた。 

 

(2) このため、県退職予定者を対象とした本制度を設け、情報を一元的に集約・

提供し、競争的な選考により就職者が決定される仕組を構築することとする。 

（主な改善点） 

① 団体が希望者の中から選考できるため、団体の自主性・自立性と選考の迅

速性が向上 

② 県組織内で団体に情報提供するための選定がなくなるため、手続の透明性

と迅速性が向上 

③ 県退職予定者が該当する全ての求人の中からエントリーできるため、機会

の公平・公正性等が向上 

 

３ 制度の概要 

(1) 対象団体 

 従来の情報提供の取扱いと同様に外郭団体及び協議により同様の措置を要

請する団体（県と出資関係の無い営利法人、宗教・政治目的等の団体を除く）

とする。 

 なお、法令等の規定に基づき知事等が団体役員を任命する場合などについて

は、当該法令等の規定によることを原則とする。 

 

(2) 対象職員 

 当該年度末に退職予定の常勤の職員（既に退職した職員、再任用職員を除く）

とする。 

〔別添３〕
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(3) 手続の概要 

（※ 丸数字はフロー図に対応） 

総務部内（行財政改革推進課）に本制度の窓口を設置 

（登録） 

① 本制度による再就職を希望する退職予定職員は、窓口へ登録 

① 県退職予定職員の採用を希望する団体は、求人情報を窓口へ提出 

（窓口は、新たに本制度により県退職職員の活用をはかろうとする団体につ

いては、登録条件の確認を行い、本制度に登録） 

（求人情報へのエントリー） 

② 窓口は、求人情報を求人条件に該当する全ての登録職員に提供 

③ 登録職員は、希望する求人情報にエントリー 

（複数可、個人情報の提供承諾） 

④ 窓口は、全てのエントリーの情報を団体へ提供 

（選考） 

⑤ 団体は、直接、選考対象とする登録職員に通知、選考を実施し採否を決定 

⑥ 団体は、選考結果を窓口へ報告 

⑥ 登録職員は、内定状況を窓口へ報告 

（公表） 

⑦ 窓口は、再就職情報を集約し、公表 
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外郭団体等の県退職職員活用にかかる情報提供制度フロー図 
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県の出資法人への関わり方の基本的事項を定める条例 

（平成14年3月26日三重県条例第41号） 

 

（目的） 

第一条 この条例は、社会経済情勢の変化に対応し、県が出資法人を通じて機動的か

つ弾力的に実現しようとする多様な行政目的の確実かつ効果的な達成を図るため、

県の出資法人への関わり方に係る基本的な事項を定め、もって公正で透明性の高い、

簡素かつ効率的な県行政の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において「出資法人」とは、県が資本金、基本金その他これらに準

ずるものを出資する法人をいう。 

２ この条例において「二分の一出資法人」とは、出資法人のうち県の出資の割合が

二分の一以上のものをいう。 

３ この条例において「四分の一出資法人」とは、出資法人のうち県の出資の割合が

四分の一以上二分の一未満のものをいう。 

４ この条例において「主要出資法人」とは、二分の一出資法人及び四分の一出資法

人をいう。 

５ この条例において「規則」とは、知事が地方自治法（昭和二十二年法律第六十七

号）第十五条第一項の規定により制定する規則、教育委員会が地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第十四条第一項の規定に

より制定する教育委員会規則及び公安委員会が警察法（昭和二十九年法律第百六十

二号）第三十八条第五項の規定により制定する公安委員会規則をいう。 

（役割分担と協働） 

第三条 県は、県と出資法人とが、各々の役割及び責任の分担を明確にし、出資法人

の自律性を高めるとともに、両者が協働して、県民の福祉を向上させるよう努めな

ければならない。 

（事業） 

第四条 知事、教育委員会又は公安委員会（以下「知事等」という。）は、その所管

に係る主要出資法人がその目的に照らし、適切な内容の事業を効果的かつ効率的に

行うよう、必要に応じて、助言、指導又は勧告（以下「助言等」という。）を行う

ものとする。 

（情報公開） 

第五条 知事等は、その所管に係る主要出資法人が情報公開を積極的に推進するよう、

必要に応じて、助言等を行うものとする。 

（役員） 

第六条 知事等は、その所管に係る主要出資法人の理事、監事その他の役員について、

その職責にかんがみ、適任者が選任されるよう、必要に応じて、助言等を行うもの

とする。ただし、法令又は定款において、役員の選任が知事の任命又は認可による

ことが定められている主要出資法人については、この限りでない。 

一部改正〔平成二〇年条例二七号〕 

（財務運営） 

第七条 知事等は、その所管に係る主要出資法人において、適切な会計処理、安全か

つ確実な資産運用等適正な財務運営が行われるよう、必要に応じて、助言等を行う

ものとする。 

参考資料
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（県の委託業務等） 

第八条 県がその業務を出資法人に委託する場合の委託料の金額は、当該業務の対価

として相当なものでなければならない。 

２ 県が出資法人に対して交付する補助金、交付金その他これに類するものについて

は、当該出資法人の目的及び事業に即したものでなければならない。 

（評価） 

第九条 知事等は、規則で定めるところにより、毎年一回、その所管に係る二分の一

出資法人に対して、当該二分の一出資法人が自らその目的、事業、経営計画及び経

営状況の評価を行い、その結果を報告するよう求めるものとする。 

２ 知事等は、前項の規定による報告について、あらかじめ定める基準に従い、審査

及び評価を行うものとする。 

３ 知事等は、その所管に係る四分の一出資法人に対して、前二項の規定の例により、

報告を求め、審査及び評価を行うよう努めなければならない。 

４ 知事は、前二項の規定による審査及び評価の結果について、議会に報告するとと

もに、公表するものとする。 

（法人形態の転換等） 

第十条 知事等は、その所管に係る主要出資法人に対して、当該主要出資法人の目的

の達成の程度、事業の実施状況、組織の実態等にかんがみ、必要と認めるときは、

統廃合、解散又は法人の形態の転換について、助言等を行うものとする。 

２ 知事等は、その所管に係る主要出資法人がその基本財産その他の資産の運用益を

財源として実施することを予定していた事業のうち、社会経済情勢の変化その他の

理由により当該運用益によって財源を確保することが困難となっているものであ

って、かつ、当該主要出資法人の目的及び当該主要出資法人を通じて実現しようと

する県の行政目的の達成のために有用と認められるものであるときは、当該事業の

全部又は一部を公益信託ニ関スル法律（大正十一年法律第六十二号）第一条に規定

する公益信託により実施することについて、助言等を行うものとする。 

一部改正〔平成二〇年条例二七号〕 

（出資割合等の見直し） 

第十一条 知事等は、その所管に係る出資法人を通じて実現しようとする県の行政目

的と出資法人の自律的運営とを勘案して、出資の割合、役員及び職員の派遣、支援

その他県の出資法人への関わり方について、適宜見直しに努めなければならない。 

２ 県は、出資法人のうち県の出資の割合が四分の一未満のものについて、県の施策

を実現する上で特に県の関わり方を強める必要があると認める場合には、その必要

の程度に応じて、県の出資の割合を四分の一又は二分の一以上に引き上げるよう努

めるものとする。 

３ 県は、四分の一出資法人について、県の施策を実現する上で特に必要があると認

める場合には、県の出資の割合を二分の一以上に引き上げるよう努めるものとする。 

（自律的運営等への配慮） 

第十二条 知事等は、第四条から第七条まで及び第九条から前条までの規定の適用に

ついて、出資法人の自律的運営及び県以外の出資者の利益を損なわないよう配慮し

なければならない。 

（教育委員会等所管主要出資法人の特例） 

第十三条 知事は、教育委員会又は公安委員会の所管に係る主要出資法人について、

必要と認めるときは、当該委員会に対して、第四条から第七条まで及び第十条の規

定による助言等を行うよう求めることができる。 
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（出資） 

第十四条 県は、出資法人に係る出資を行うに当たっては、出資法人を通じて実現し

ようとする県の行政目的の確実かつ効果的な達成の可能性、県の財政的負担、人的

支援その他県の関わり方に関する事項について、十分配慮しなければならない。 

２ 県は、次の各号のいずれかに該当する出資、出えん又は信託を行う場合には、あ

らかじめ議会の議決を経なければならない。ただし、法令に定めのある場合を除く。 

一 法人に対する県の出資の割合が四分の一以上になる場合の出資又は出えん 

二 四分の一出資法人に対する出資又は出えんにより県の出資の割合が二分の一

以上になる場合の出資又は出えん 

三 七千万円以上の出資、出えん又は信託（地方自治法第二百三十五条の四第一項

の規定による歳計現金の保管及び同法第二百四十一条第二項の規定による基金

の運用の場合を除く。） 

（委任） 

第十五条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

附 則 

１ この条例は、平成十四年十月一日から施行する。 

２ 第九条の規定は、この条例の施行の日以後に事業年度が終了する主要出資法人の

当該事業年度に係る評価から適用する。 

附 則（平成二十年三月二十六日三重県条例第二十七号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十年十二月一日から施行する。ただし、（中略）第三条中県

の出資法人への関わり方の基本的事項を定める条例第十条第二項の改正規定は、公

布の日から施行する。 

（特例民法法人に関する経過措置） 

２ 特例民法法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及

び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律（平成十八年法律第五十号）第四十条第一項又は第四十一条第一項の規定により

存続する一般社団法人又は一般財団法人であって同法第百六条第一項（同法第百二

十一条第一項において読み替えて準用する場合を含む。）の登記をしていないもの

をいう。）については、第二条の規定による改正前の県が所管する公益法人及び公

益信託に関する条例第二条、第二章、第四十九条、第五十条及び第五十二条の規定

は、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 

（罰則に関する経過措置） 

３ この条例の施行前にした行為及び前項の規定によりなおその効力を有すること

とされる場合におけるこの条例の施行後にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。 


